
第 1回「チーム医療推進方策検討WG」

平成 22年 10月 4日 (火)15:00～ 17:00
場所 厚生労働省 共用第 7会議室 (5階 )
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資料 1

チーム医療推進方策検討WG 開催要綱 (案 )

1.趣旨

「チァム医療の推進について」 (平成 22年 3月 19日 チーム医療の推進に

関す.る検討会取りまとめ)を受け、同報告書において提言のあつた具体的方

策の実現に向け、チーム医療を推進するための方策にっいて検討を行う。

2.検討課題

○ チーム医療の取組の指針となるガイドラインの策定

○ 上記ガイドラインを活用したチーム医療の普及・推進のための方策

○ 各医療スタッフの業務範囲・役割について、さらなる見直しを適時検討
するための仕組みの在り方

○ その他

3.構成員

会議の構成員は別紙に掲げる有識者とする。

の出席を求めることができる。

ただし、必要に応じ、関係者

4 運営             '

本会議の庶務は、厚生労働省医政局で行う。

議事は公開とする。



(別紙)
【委員】

市川  幾恵  EE和大学続括看護部長
遠藤  康弘  埼玉県済生会栗橋病院 院長
小川  克巳  熊本総合医療リハビリテーション学院
小沼  利光  東京都済生会向島病院 医療技術部長
川越   厚  クリニッタ川越 院長
川島 由起子  聖マリアンナ医科大学病院栄養部長
栗原  正紀  長崎リハビリテーショィ病院 理事長              |
鈴木  紀之  筑波メディカルセンター病院 法人事務局次長・副院長
高本  員―  三井記念病院 院長
田口 良子  神奈川県

=崎
保健福祉事務所保健福祉課長

玉城  嘉和  医療法人社団ピーエムエー理事長
近森  正幸  近森病院 院長
土屋  文人  国際医療福祉大学附属病院葉剤続括部長
徳日  貞久  医療法人禎心会 理事長
中村  春基  兵庫県立総合リハビリテァションセンター

リハビリテーシヨン中央病院 リハビリ療法部長
原口 信次  東海大学医学部付属病院 診療技術部長
堀内  成子  聖路加産科タリニック副所長
松阪  淳  国家公務員共済組合連合会 枚方公済病院 臨床工学科
三上  裕司  総合病院東香里病院理事長

向丼  美悪  昭和大学口腔ケアセンタ…長

森田  秋子  初台リハビリテ…ション病院 ST部門チ…フ
山口  徹  虎の門病院 院長

【オブザ‐バー】

日本 征仁  札幌市消防局警防部救急課長
柏木 ―恵  財団法人浅香山病院 社会復J扁部長
須具 和則  東埼玉総合病院目事課長
津川 律子  日本大学文理学部心理学科教授
取出 涼子  初台リハビリテ…ション病院 教育研修局 SW部門チ…フ
自山 仁美  須坂市社会福祉協議会 事務局次長



趣旨

チ

「

ム医療を推進するため、厚生労働大臣の下に有識者で構成される検
討会を開催し、日本の実情に即した医師と看護師等との協働「連携のあり
方等について検討を行う。 【平成22年 3月 19日 に報告書を取りまとめ】

構成員  (6:座長)

秋 山 正 子  ケァーズ白十字訪間看護ステーション所長

有 賀 徹   昭和大学医学部救急医学講座教授

井 上 智 子 東京医科歯科大学大学院教授

海 辺 陽 子  NPO法 人がんと共に生きる会副理事長

大 熊 由紀 子 国際医療福祉大学大学院教授

太 田 秀樹  医療法人アスムス理事長

加 藤 尚美  日本助産師会会長
j‖嶋 みどり 日本赤十字看護大学教授
坂 本 す が  日本看護協会副会長

朔 元貝J  国立病院機構九州医療センター名誉院長

島崎 謙 治  政策研究大学院教授

瀬 尾 憲 正  自治医大麻酔科学 B集中治療医学講座教授

竹 股 喜 代 子 亀田総合病院看護部長

○ 永 井 良三  東京大学大学院医学研究科教授

西 澤 寛 俊  全日本病院協会会長

羽 生 田 俊  日本医師会常任理事

宮 村 ― 弘  日本歯科医師会副会長

山本 信 夫  日本薬斉1師会冨1会長

山本 隆司 東京大学大学院法学政治学研究科教授
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O■ チ|■ム医療の推進に資するよう看護師の役割を拡大するためには、①看護師が自律的に判断できる機会の拡大、
|■②看護師の実施可能な行為の拡大、によって、能力を最大限に発揮できる環境を用意する必要。
【自律的に判断できる機会の拡大】‐
○■看護師の能力等に応じた医師の「包括的指示」の活用が不可欠であるため、「包括的指示」の具体的な成立要
1件を明確化。 |

|【着妻師の実施可能な行為の拡大】
10■看護師が実施し得るか否か不明確な行為が多いことから、その能力を最大限に発揮し得るよう、実施可能な行

|‐ 1為を拡大する方向で明確化。 ⇒ 看護業務に関する実態調査等を早急に実施        |      ‐‐
睛為止大あための新たな枠組み】

‐

10■■1定の医学的教育・実務経験を前提に専門的な臨床実践能力を有する看護師 (特定看護師 (仮称))がt従来
|よ りも1冨広い医行為を実施できる新たな枠組みを構築する必要。 → 医療現場や養成現場の関係者等の協力を

|‐ 得て専門的‐,実証的に検討  |
‐■|く行為例>  |‐ |

|■■■OC丁 :MRI等の実施時期の判断、読影の補助等 ◆縫含等の倉」傷処置 ◆副作用出現時等の薬剤変更・中止 ‐
1911:当 :画 |=堺行溝下で試行1試行結果を検証、法制化を視野に具体的措置を検討。               ・

| |■ ※|:医師の指示を受けず|こ診療行為を行う「ナースプラクティショナー」 (NP)については、医師の指示を受けて |

|■●:|「診療の補助」行為を行う特定書護師 (仮称)とは異なる性格を有しており、その導入の必要性を含め基本的な論点
1   について慎車な検討が必要。 2
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1         医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進         |
○ 各医療スタッフの高い専門性を十分に活用するためには、各スタッフがチームとして目的
上で、医師等による包括的指示を活用し、各スタッフの専門性に積極的に委ねるとともに、

・情報を共有した
スタッフ間の連携

補完を一層進めることが重要。
O このため、医師以外の医療スタッフが実施することができる業務を以下のとおり整理。
(平成22年 4月 30日付け医政局長通知「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」より)

① 薬剤選択等に関する積極的な処方提案
② 薬物療法を受けている患者への薬学的
管理の実施

③ 薬物の血中濃度や副作用のモニタリン
グに基づく薬剤の変更提案

④ プロトコールに基づく薬剤の変更等
(医師等との協働)  等

① 理学療法士、作業療法士、言語
聴覚士による喀痰等の吸引

② 作業療法士の業務範囲の明確化

① 医師の包括的な指導の下、一般
食の内容・形態の決定等

② 特別治療食の内容・形態の提案
③ 経腸栄養剤の種類の選択・変更
の提案

① 喀痰等の吸引
② 動脈留置カテーテルからの採血

IL診 療放射線競師  |
①

②

画像診断における読影の補助

放射線検査等に関する説明 日相談

○ その他の医療スタッフの積極的
な活用

O MSWや 診療情報管理士等の積
極的な活用

○ 医療クラーク等の事務職員の積
極的な活用



「チーム医療の推進について」 (平成22年 3月 19日 チーム医療の推進

に関する検討会取りまとめ)を受け、様々な立場の有識者から構成され
る会議を開催 し、同報告書において提言のあつた具体的方策の実現に向

けた検討を行う。 (平成22年5月 12日 に設置 )

構成員  (○ :座長)

太 田 秀樹  全国在宅療養支援診療所連絡会 事務局長  中山 ,羊子  日本看護系大学協議会 会長

′Jヽりll  彰 全国医学部長病院長会議会長       半田 ―登  日本理学療法士協会会長

北 村 善 明  日本放射線技自雨会 会長        藤 川 謙 二  日本医師会 常任理事

堺  常 雄  日本病院会 会長          藤 本 晴 枝  NPO法人地域医療を育てる会 理事長

坂 本 す が  日本看護協会 副会長        宮 村 ― 弘  日本歯科医師会 副会長

島崎 謙 治  政策研究大学院大学 教授       山本 信 夫  日本薬剤師会 副会長

o永 井 良 三  東京大学大学院医学研究科 教授      山本 隆 司  東京大学大学院法学政治学研究科 教授
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「チーム医療の推進について」 (平成22年 3月 19日 チーム医療の推進に
関する検討会取りまとめ)を受け、同報告書において提言のあつた具体的
方策の実現に向け、チニム医療を推進するための看護業務の在り方につい
ての検討を行う。 (平成22年 5月 26日にチーム医療推進会議の下に設置)

昭和大学医学部救急医学講座 教授

東京医科歯科大学大学院 教授

東京医科大学医学教育学講座  教授

浜松医科大学附属病院 教授 薬剤部長

社会医療法人財団董仙会 理事長

慶應義塾大学看護医療学部 教授

構成員

秋山正子

○有賀 徹

井上智子

大滝純司

川上純―

神野正博

小松浩子

(O:座長)

ケアーズ白十字訪間看護ステーション 統括所長

真田弘美

竹股喜代子

英 裕雄

星 北斗

前原正明

山本隆司

東京大学大学院医学系研究科 教授

医療法人鉄蕉会 医療管理本部 看護管理部長

医療法人社団 三育会 理事長

財団法人星総合病院 理事長

防衛医科大学校外科学講座 教授

東京大学大学院法学政治学研究科 教授

|



チ ーム 医 療 実 証 事 業 (平成23年度椰算要求/元気な日本復活特別枠)

0 チーム医療推進会議で策定されるガイドライン 好成22年度中に策定予定)に基づく取組について、
実際の医療現場において、以下の安全性 口効果等を実証。

① 医師、看護師、薬剤師、管理栄養士等の業務の安全性、 ② 疾病の早期発見“回復促進、
③ 重症化等の予防、④ 医師等の業務の効率化、⑤ 医師等の業務負担の軽減

※ 例えば、チーム医療の推進に関する検討会報告書では、複数の医療スタッフが連携して患者の治療に当たる医療チーム
として、周術期管理チーム、摂食哺下チーム、感染制御チーム等を例示。

O 特定看護師 (仮称)等、看護師の業務範囲の拡大を検討するため、医療現場等における業務の効果、
安全性、他職種からの評価等を実証

【事業実施に必要な経費】   ~                             1,555,519千 円
・医療¨ る検証委託経費                             1,542,973千 円
チーム医療の検証施設 55施設、看護師の業務範囲の拡大の検証施設 260施設
指導者や医療スタッフの配置等に対する経費、消耗品 等

・検証結果の集計 口分析等委託経費                             12546千 円
業者への委託費 (総研会社への委託を想定)



当面の検討の進め方 (案)

12月     「チ=ム医療推進会議」に検討状況を報告

「チニム医療ガイドライン (仮称)」 案を議論

3月     「チーム医療ガイドライン (仮称)」 を取りまとめ

資料 3
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はじめに                                  '

本検討会は、平成21年8月に、「チーム医療を推進するため、日本の実情に即した医師と看

護師等との協1動・連携の在り方等について検討を行う」ことを目的に発足した。以来、11回に

わたり、関係者からのヒアリングを行いつつ、検討を重ねてきたが、今般、その結果を報告書と

してまとめるに至つた。今後、厚生労働省を始めとする関係者がチーム医療を推進していく上で、

本報告書を参考とすることを強<期待したい。              )

1.基本的な考え方

○ チーム医療とは、「医療に従事する多租:多様な医療スタッフが、各展の高い専P]性を前li
に、目的と情報を共有し、業務を分担しつつも互いに連携・補完し合い、悲者の状況に的

確に文」応した医療を提供すること」と-11的に理解されている。

O 質が高<、 安心・安全な医療を求める患者・家族の声が高まる‐方で、医療の高度化・
複雑1ヒに伴う業務の増大により医療現場の疲弊が指摘されるなど、医療の在り方が根本的

にPo5われる今日、「チーム医療」は、我が国の医療の在り方を変え得るキーワードとして注

目を集めている。

○ また、各医療スタッフの知識・技術の高度化への取組や、ガイドライン・プロトコール
等を活用した治療の標準化の浸透などが、チーム医療を進める上での基盤となり、様々な

医療現場でチーム医療の実践が始まつている。

O 患者・家族とともにより質の高い医療を実現するためには、 1人 1人の医療スタッフの
専P]性を高め、その専P9性に委ねつつも、これをチーム医療を通して再統合していく、と

いった発想のlllr換が必要である。

O チーム医療がもたらす具体的な効果としては、(1,疾病の早期発見。回復促進・重症イじ予
防など医療・生活の質の向上、②医療の効率性の向上による医療従事者の負担の車壺減、131

医療の標準化・組綱化を通じた医療安全の向上、等が期待される。

O 今後tチーム医療を推進するためには、①各医療スタッフの専門性の向上、②各医療ス
タッフの役割の拡大、(D医療スタッフFo5の連携・補完の推進、といつた方向を基本として、

関係者がそれぞれの立場で様たな取組を進め、これを全国に普及させてい<必要がある。

O なお、チーム医療を進めた結果、一部の医療スタッフに負担が集中したり、安全性が損
なわれたりすることのないよう注意が必要である。また、我が国の医療の在り方を変えて

い<ためには、医療現場におけるチ‐ム医療の推進のほか、医療機関FoOの役割分担 。連携

の推進、必要な医療スタッフの確保、いわゆる総合医を含む専門医制度の確立、さらには

医療と介護の連携等といつた方向での努力をあわせて量ねていくことが不可欠である。
'
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O 看護師については、あらゆる医療現場において,診察「治療等|「関連する業務から患者
の痺養生活の支援に至るまで幅広い業務を担い得ることから、しヽわば「チーム医療あキー
ハーソン」として思者KJD医師その他の医療スタッフから寄せられる期待は大きい。

○ 一方で、近年、喬護教育の実態は大きく変イ|しており:大学における看護師賛成/DI急増
するなど教育水準が全体的に高まるとともに、水準の高い青護ヶアを提供し得る蕎護飾
((社 )日本看護協会/oN認定を実施してしヽる専

:」
喬護師。認定青護師1年 )の増10、 喬言

=系
大

学院の整11の拡大省により、一定の分野に関する専lJll的な能力を備えた看護Ellが急i基に育
成さ12つつある.,

○ このような 1大況を踏まえ、チーム医療91tl進に資するよう看護師の役害」を拡大するため
には、他の医療スタッフと十分な連携を図るⅢど、安全性の確保に十分留意しつつ、一人
一人の者護師の能力・経験の差 bヽ行為の川1易度省に応じ、
CD 看護師が自律自りに判Wiできる機会を拡大するとともに、
12, 看諄師/JS実施し得る行為の1範囲Fa‐拡大する
とのフむ11により、その能力を暇大限に発lil_iできるょぅな畔境/a‐ fl」意する必要がある1

(2)『包括的指示Jの積極的な活用     |

○ 保健師OJ」産自市看月■師法 (以下「保B/J看法」というぉ)第 37条に規定Jる医師から看謹師
への「指示Jについては、看護師/」f患者の1犬態に慮じて柔軟に対応できるよう、11者の病
態の変イしを予

"11し

、その11」囲内で青護師が実施すべき行為を一括、ノて指示すること (包括
的l旨示)も可能であると角イされている/31、「包括的指示」が成立するにめの具体的な要件は
こln′まで明確にさlγていない。

○ 今後、看護師/Dt自律的に判断できる機会を拡大するためには、看護師の能力等にllLilじ、
医師の「包括的指示」を積極的に活用すること夕

f否可欠であること/olら、この際、「包括的
指示」/Dt十全に成立するための要件を、例えば以下のように明確化すべきでぁる。

(D 文」応可能な患者の範囲が明確にされていること
② 文」応可能な病態の変化の範囲が明確にされていること
③ 指示を受ける看:工師が理解し得る程度の指示内容 (判断め規準、処置・検査。業剤の
使用の「A」容等)が示されていること
14)支」●可能な病態の変化のiliL囲を逸脱した場合に、早急に医師に連絡を取り、その指示
が受けられる体制/Dt整えられてしヽること

○ また、「包括的指示」の実施に当たっては、医師と看護師との間で指示内容の認i31に鯛鶴
び生じないよう、原則として、指示内容が標準的フ|ロ トコTル (具体的な処置・検査・業
斉」の使用等及びその判断 |ご関する規準を整理レた文輩 )、 クリティカルバス (処置・検査・
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薬剤の使用等を含めた詳細な診療計画)等の文書で示されていることが望ましい。さらに、

「包括的指示」による処置等が適切に実行されたかどうかヨヨ後的に検証できるよう、その

指示に基づく処置等の内容を記録・管理してお<ことが重要である。

(3〕 看講師の実施可能な行為の拡大
0明確化

O 保助看法第 37条により、看護師は、医師の指示がある場合には、自らの業務 (保助看
法第 5条の「診療の補助」)と して医行為を行うことができることとされている。しかし、

実施に当たり高度な医学的判断や技術を要する医行為については、本来医8雨が自ら行うべ

きものであり、「診療の補助」の範囲を超えてしヽることから、たとえ医師の指示/Dtあつたと

しても看護師には行い得ないものと解されている。

O IEl々の医行為が「診療の補助」のiliO囲に含まれるか否かについては、当該行為の難易度、

看護教育の程度、医療用機材の開発の程度等を総合的に勘案し、社会通念に照らして判断

されるものであり、従来、厚生労働省は、折尺の状況に応じ「診療の補助」の範囲に関す

る見解を明らかにしてきた:最近では、平成 14年に静脈注別、平成 19年に薬剤の投与

量の調節等が「診療の補助」の範囲に含きれることを示している。

O もつとも、これら以外の医行為についても「診療の補助」の範囲に含まれているかどう
かがなお不明確なものが多く、その結果、医療現場に混乱を招いているとの指摘がある(1

また、医療技術の進歩や看護教育の水準の全体的な向上を受けて、吾護師が能力を最大限

に発揮し得るよう、実施可能な行為の範囲をさらに拡大することが期待されている。

O このため、看護師が「診療の補助」として安全に実施することができる行為の範囲を拡大
する方向で明確イじすることが適当であり、その具体化に必要な看護業務に関する実態調査

や試行等を早急に実施すべきである。

(4)行為拡大のための新たな枠組みの構築

○ 上記のように、ますは看護師により実施可能な行為の範囲を拡大 。明確化する方向で取
り組むことが求められているが、さらに、近年、一定の医学的教育

。実務経験を前提に専

門的な臨床実践能力を有する吾護師の養成が急速に進みつつあり、その能力を医療現場で

最大限に発揮させることが期待されている。

o こうした期待に応え、医療の安全と雷者の安心を十分に確保しつつ、看護師の専F]性を
活かして医療サービスの質や悪者の QOLをよリー層向上させるためには、看護師により .

実施することが可能な行為を拡大することと併せて、一定の医学的教育
。実務経験を前提

に専門的な臨床実践能力を有する看護師 (以下「特定看護師」(仮称)という。)が、従来、
二〇1的には「診療の補助」に含まれないものと理解されてきた一定の医行為 (以下「特定

の医行為」という。「別紙」参照)を医師の指示を受けて実施できる新たな枠組みを構築す

る必要がある。

O この枠組みの構築に当たつては、特に、「特定の医行為」の範囲や特定看護師 (仮称)の
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要件をどう定める/JN/JIJ]要 となるが、これらの点については、医療現場やit成現1易のじ]係
者等の協力を得て専門的 。実証的な訂」査・検討を行った上で決定する必要がある。また、
特定着月lg市 (仮 1小)の賛成の1人況が不明確な中では、現1易の濡乱資できるだけ少なくして
いくような配慮も鰤要である。

○ したがって、当面、現行あ保助青法の下に Jざぃて、医療安全の確保に十分留意しながら、
特定青言■師 (仮称)が特定の医行為を実施することを原H」 |する内容の試行を行うことが

言il:]槽言[iiI:[ζ:「営[][Ъ
冒お[讐憮峯〕2冨百窓量』3FF重麗E
さの確保の観点から法制化を視野に入れた具体

的なj当 lriを講じるべきであるt,

〇 また、医師の指示/a受けすに診療行為を行う「す―不プラクティショナーJ(NP)につ
いては、医師の指示を受けて「診療の補助_l行為を行う青月16Jill・ 1省定者護師 (仮称)とは
異なる性格を有してJ6り、その彎入の必要性を含め基本的な諭点について慢重な検言」/3t賭
要である`,さ らに、いわゆる「フィジシャン・アシスタント」(P∧ )については、看iIBm
等の業務拡大の動向等を踏まえつつ、タト科医 /a・

導
る
サ
ノマな課h"1(外利医の業務集担、処遇、

専 11]医養成システム等)の一環として、引き続き1■言」J´ること/Jf望まれる
`.

○ なお、一部の委員から、「|も定の医行為は特定看護師
1易含には、医療現場力1昆舌LするJSそれ/Dfある」として、
て強い懸念/」S表明された,.

(仮称)し /」l実施できないとし′た
1寺定喬謹師 (ll■称)のた1入 |こつしヽ

(5)専門的な臨床実践能力の確認

○ 特定着護師 (仮称)には、その業務の性格に照らし、百謹師こしてめ豊iilな実務経験と
ともに、さらに基礎医学・臨床医学・棄理学11の順 1多や特定の医行為に関する十分な実‐i1/11・
5jl修が求められる`,また、全国的な適用性を確保するためには、実務経験 k‐lD教育・研修の
結果修得した知鳥市t・ 判断力・技術に1ついて、公正 。中

,7的
Zi狛三ど機1共|による11認 :じ必要

である、、

〇 以上/oNら、特定看護師 (lFx称 )の要件としては、基本的には、自,看護師として―定の実
務経験を有し、124寺定看護師 (仮称)の養成を目的とするものとして第三者機関が認定し
た大学院修主課程を修了し、0第三者機関による知識`能力・技術の確認・評価を受ける
こと、が適当であるが、その詳細については、以下の点IFも留意しながら、医療現場や類
似の看護師の養成に取り組む大学院1多土課程の関係煮等の協力年得て専門的・実証的な検
討を行つた上で決定するg要がある。

(7)実務経頸の程度や実施し得る特定の医行為の年b囲に応じて2の修士課程修」
‐
の代わ

りに比較的短期間の研修等を要件とするなど、弾ヵ的なΠ又扱いとするよう配虚ljる必要
/〕 あ`ること

`,

(イ)一定期間ごと (例えば5年ごと)に能力を確認・評価する仕組み (更新制)や、業務
の実施に必要とされる専P]性に応じて一定の分野ごとに能力を確認・評価する仕組みを
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設けるなど、専F]的な臨床実践能力を十分に確保できるよう配慮する必要があること。

(ウ)特 定看護師 (1反称)の養成課程については、質・量ともに充実した臨床実習 (医師等
の実務家教員や実習病院の確保等)が可能となるよう配慮する懸要があること。

○ なお、現在、多くの看護系大学院修士課程におしヽて、専門着護師の賛成が行われている
が、特定着護師 (仮称)の新たな枠組みの構築を踏まえ、専門看護師の業務や賛成の在り

万についても、必要に応じ関係者による見直しが行われることが期待される。

3_嗜護1籠以外のE疲二生∠塑艶」理堕塾塵三  |

(1)薬剤師__     
｀

○ 医療技術の進展とともに薬物療法が高度イヒしており、チーム医療において、業剤の専P]
家である某剤師が主体的に薬物療法に参加することが、医療安全の確保の観点から非常に

有益である。

○ また、近年は後発医薬品の種類が増加するなど、業剤の幅広しヽ知識が必要とされてしヽる
が、病棟において薬剤師が十分に活用されておらず、医師や看護師が注馴剤の調製 (ミキ

シング)、 副作用のチエツクその他薬剤の管理業務を担っている場面も少な<ない。

○ さらに、在宅医療を始めとする地域医療においても、薬剤師が十分に活用されておらず、
看護師等が居宅患者の薬剤管理を担つている場面も少なくない。

o 一方で、日本医療薬学会が認定する「がん専門薬剤師」、日本病院薬剤師会が認定する「専
門薬剤師」「認定薬剤師」等、高度な知識 。技能を有する薬剤師が増加している。

o こうした1犬況を踏まえ、現行制度の下、薬剤師が実施できるにもかかわらず、薬剤師が
十分に活用されていない業務を改めて明確イじし、薬剤師の活用を促すべきである。

〔業務例】
。 医自雨・薬剤師等で事前に作成・合意されたブロトコールに基づき、医自市・看護師と
協働して某剤の種類、投与量、投与方法、投与期間の変更や検査のオーダを実施
。 薬剤選択、投与量、投与方法、投与期間等について積極的な処方の提案

・ 薬物療法を受けている患者 (在宅悪者を含むこ)に文」する薬学的管理 (患者の副作用

の状況の把握、服薬指導等)
。 薬物の血中濃度や副作用のモニタリング等に基づき、副作用の発現状況や有効性の
確認を行うとともに、薬剤の変更等を医師に提案

・ 薬物療法の経過等を確認した上で、前回処方と同一内容の処方を医師に提案
。 外来イじ学療法を受けてしヽる患者に文」するインフォームドコンセントヘの参画及び薬
学白1管理

・ 入院患者の持参薬の確認。管理 (服薬計画の医師への提案等)

・ 定期的に副作用の発現の確認等を行うため、処方内容を分割して調剤

・ 抗がん剤等の適切な無菌調製
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0 また、医肺スタッフそれぞれの専PU性を活かして栞斉」の選択や使用にじ」する業洸を行う
J易含も、医療安傘の確保に万全を期す観点から、業斉」自「の助言を必要とする場面が想定さ
1■る。このような場面において、業剤の専門家として各医療スタッフからの相談に応じる
ことができるような体制を整えることも重要である。

O 今後は、平成24年度/」hら新制岐喫学教育6年制)下で教育を受けた業剤B41/ot4i出さ
れることを念頭に、医療現場 (医師・業剤師 ,態者等)に JSける業斉J師の評lllllを確立する
必要/」tある`,その上で、将来的には、医療現場におけるニーズも踏まえな/Jfら、例えば
・ 薬斉」師の責任下における斉」形のi重択A40薬剤の一包イし等の実施         |
・ 繰り返し使用可能な処方せん (いわり)るリフィル処万ビん)の増入
。 業1勿療法への主体的な参加(業 1勿のrll中淵度lJ定めための採中、検査ォーダ11の実施)。 一定の条件の下、処庖せんに記:成さりたI旨示内容を変更した調剤、投棄及び服薬指ll
llの実施

11、 さらスエる業務1地囲・役割の拡大について、検詞することが望まlη′る.,

■ 2)助産師

○ 周産期医療の場面において、通重労働等にょる産準1医不足が指摘される一方で、llD産師
|」 :、 正常分llprilであ1■ば自ら責lIFを持って助産を行うことができることから、産1到医との連
り1・ 協力・役害」分1旦を進めつつ、その専‖り性をさらに活用すること/31Hll待さlη′るて,

○ 一́般的に正常分蛎|の 1砲囲と考えらln,る場合であっても、分娩呻に会1陰 lt_製傷が生 tレるケ
ース/DSある/DK、 この会陰裂傷の縫含については、従来)助嘩師による実施の可否が明確に
されておらず、現場においても判断/DK簿かれてきた``会陰裂傷の総合については、安J~か
つ適切な助産を行う上で必要性の高い行為であることを考慮しつつ、安全|すの確保のllll点
/Dhら、助産師/DS文」応可能な裂傷の程度A‐lDEJJ嘩師と産牟1医の連携のなリフう等にういて臨床現
場での試行的な実施と検証を行い、その結果を踏まえて h」終的なi市諭をiけることか適当モ
ある,,

(3)リハビリテニション関係職種

O リハビリテーション関係脚種については、悲者の高齢イじ/」f進む中、悲者の運動機能を維
l寺し、QOLの向上等を推進する観点からt"」えば、病棟における急性期の患者に文」する
リハビリテこション (ベッドサィドリハ)klD在宅医療における訪P00リハビリテ

=シ
ョンの

必要1まが高まるなど、リハビリテーションの専P]家として医療現場において果たし得る役
割がより大きくなっている.

O こうした状況を踏まえ、リハビリテーション1共1係‖‖ll]:/DIそれぞれの専PJ性を十分に活か
し、安全で員の高いリハビリテーションを提供できるよう、それぞれ業務1屯囲のりi大 11を
行うべきである。また、業務範囲の拡大に当たってけ、新たな業務を安全かつ円滑に実施
できるよう、追加的な教育。研修省の必要性について検討を行うべきである。

[理学療法士〕
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0 理学療法士については、呼吸機能が低下した患者に対し、0」吸リハビリテーションの一
環として「体位排痰法」(痰が溜まつているところが上になるように姿勢を変えて、重力を

利用してDllもと哉で痰を移動させる方法)等を実施するll■、□の近<まで集めた痰を憲者

自身が自力で外に出すことができず、吸ヨ|が懸要となるケースがある。      .

○ この0客痰等の吸引については、従来、理学療法士法第 2条に規定する「理学療法」の範
囲に含まれるかどうか明らかでないため、理学療法士は実施することができないと考えら

れてきたが、理学療法の手法である「体位排痰法」等を安全かつ適切に実施する上で当然

に必要となる行為であることを考慮し、理学療法士が行い得る行為として認める方向で解

釈を明確イヒすべきである。

【作業療法士】           ‐

O 作業療法士については、作業療法士法第2条の「作業療法」の定義中の「手芸、工作そ
の他の作業を行わせること」としヽう文言にとらわれ、医療現場において手工芸を行わせる

職種といった認識が広がっている。しかしながら、実際には、「その他の作業を行わせる

こと」として、

"」

えば以下のようなリハピリテーシ∃ンがある。

. 移動、食事、排泄、入浴、家事等の日常生活動作に関するADL訓練
・ 発達‖章害や高次機能障害等に文」するリハビリテーション

○ これらのリハビリテーシヨンにおける作業療法士の活用を推進し、作業療法士がチーム
医療において十分に専F5性を発揮できるよう、作業療法士法第 2条の「その他の作業を行

わせること」の内容を解釈上明確化すべきである。

O また、作業療法士についても、食事訓練を実施する際、誤哺に文」応するために喀痰等の
吸ヨ|が必要となるケースがあるので、食事訓練を安全かつ適切に実施する上で当然に必要

となる行為であることを考慮し、作業療法士が行い得る行為として認める方向で解釈を明

確イじすべきである。

【言語聴覚士】

○ 言語聴覚士については、哺下訓練を実施するllF、 誤哺に文」応するために喀痰等の吸ヨ|が
必要となるケースがあるので、哺下訓練を安全かつ適切に実施する上で当然に必要となる

行為であることを考慮し、言語聴覚士が行い得る行為として認める方向で解釈を明確化す

べきである3

(4)管理巣養士

○ 管理栄養士については、悪者の高齢化や生活習慣病の有病者の増加に伴い、患者の栄養
状態を改善・維持し、免疫力低下の防止や治療効果及びQOLの向上等を推進する観点か
ら、傷病者に文」する栄養管理・栄養指導の専門家として医療現場において果たし得る役割

が大き<なつている。

O こうした状況を踏まえ、管理栄養士の専門性のさらなる活用の観点から、現行制度の下
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にぉいて、
。 -11治療良 (常食)についてはt医師の包lg‐的な指増に基づく食」「内容や形態の決定 。
変更
。
1寺別治療食については、医師に対する食事内容や形態のJぜ案 (変更の提案を言む。)

を行うことができる旨を明確化すべきである。

○ また、憩者に文」する栄査i旨導についても、クリティカルバスによる明示等、医師の包括
的な指増に基づき、す□切な実施1吉期を判Wiしながら実施することができる旨を明確1しすべ
きである。

○ さらに、経』易栄養療法を行う際、様々なI“類の経腸栄養剤の中から各忠百に合ゎせて選
択・ltl・用する必要があるところ、管理栄査士の専PJ性を活かし 響腸栄骨斉」のllll類の選lPk・
変更11を医師にJ:案すること/DIできる旨を明確ィしすべきであるで,

(5)臨床工学技士

○ 臨床工学技士については、近年、医療1支術の準歩にょる医療1711t器の多様化・高度化に伴
い、その響作や管理等の業務に必要とされる,0吊:1・ 技術の専P」rlが高まる中、当該業務の
専「U家として医療現場において果たし件]る役割が大きくなっており、その専r」性を活かし
た業務/DS円‖lに実施できるよう、業務1砲囲の早ロレを行うoきである。また、業務1セ四の
拡大に当たっては、新たな業務を安全/31つ|]滑に実施できるよう、追加的Zl教育・研修省
の必要171について検討を行うべきである.

○ 臨床工学技士が、悲者に人工呼吸器を装着させる際、気適の粘液翁泌量が多<なるなど、
適正な換気状態を維持するために気管挿管チュープFA」の喀痰等の吸引が必要となるケース
がある(、 こめ‖客痰箸の吸引については、日召和 63年に厚生労個』省 /」t発出した「臨床工学1支
士業務 l旨1l Jに J6いて、「吸引の介OJJ」 の実施 /Df可能である旨は明らかltさィγこいるものの、
「ll■引」の実出の可否についてはBJl確にさ1■ておらず、臨床工学]支士は実施することはで
きないと昔えら1■,てきたが、人工U手吸体|の操作を安全/3Nつ適りに実施する上で当然に必要
となる行為であることを考ル放し、臨床工学,lL/」

N行い得る行為として認めるフも向を解釈を
明確化すべきである。

○ また、臨床工学技士/DK、 人工呼吸器を操作して呼吸療法を行う際、Itl液中のガス濃度の
モニターを行うため、既に動脈に留置されたカテーテルから採呻を行う必要がある。この
留四カテーテルからの採血についてはt臨床工学肇師制度の創設当初 (昭和63年)に厚
生労働省が発出した「臨床ェ学技士業務指11」 において、安I~かつ適切な業務の実施を確
保するllll点から、臨床工学技士は行つて|まなぅない冒業務指針として示されている。しか
しながら、制度が十翁に成熟し、臨床現場にJ6ける臨床工学技土にメ」する評lallが定まって
きた現在の1犬況にかムノ/DtみれIJI、 人工呼吸器の操作奮安全かつ適LJJに実施する上で当然に
必要となる行為であること、臨床工学技±

91支術の高暉化を奉慮し、臨床工学技■/JI行い
得る行為として明確化すべきである

`,

○ なお、「臨床工学技■業務指61」 については、臨床工学技土制度の施行当初は安全かつ適
切な業務実施を確保するllll点 /DNら、厚生労働省が業務指11を示す必要性は高かったときぇ
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られるが、制度施行から20年以上が経過し、十分に制度が成熟した現状においては、1哉
能団体や関係学会の自主的な取組によって、医療技術の高度イし等に文」応しながら適切な業

務実施が確保されるべきである。こうした観点から、当該業務指flについては、廃止も含

め、今後の取扱いを検討すべきである。                     
｀

(6)診療放射線描師

○ 診療放馴線技師につしヽてはヾ医療ll‐術の進歩により悪性Ⅲ:瘍の放馴線治療k10画像検査が
-0180なものになるなど、放射線治療・検査・管理や画像検査に関する業務が増大する中、

当該業務の専門家として医療現場において果たし得る役割が大き<なっている。

0 こうした状況を踏款え、診療放劇線技師の専P]性のさらなる活用のllll点から、現行制度
の下、例えば、画像診断等における読影の補助や放馴線検査等に関する説明・相言炎を行う

ことが可能である旨を明確化し、診療放馴線技師の活用を促すべきである。

(7)臨床検査描師

○ 臨床検査技師については、近年の医療技術の進歩や悲者の高齢化に伴い、各種検査に関
係する業務量が1曽加する中、当該業務を広く実施することができる専門家として医療現場

におしヽて果たし得る役割が大きくなっている。

○ こうした状況を踏まえ、臨床検査技B市の専F]性をさらに広い分野において発揮させるた
め、現在は臨床検査技師が実施することができない生理学的検査 (臭覚検査、電気味覚検

査等)について、専P3家や関係学会等の意見を参考にしながら、追加的な教育・研修等の
必要性も含め、実施の可否を検討すべきである。

(8)事務職員等 (医療タラーク等〕

○ 書類作成等 (診断書、意見書、紹介状の作成等)に関する業務量の1曽加により、医師・
看護師の負担が増加しており、一方で、患者側では書類作成までの時間力

'長
期イLしている

ことなどへの不満が増大していることから、医療関係事務に関する処理能力の高い事務1制

員 (医療クラーク)を積極的に導入し、医師等の負担軽減を図るとともに、患者・家族ヘ

のサービス向上を推進する必要がある。

O こうした観点から、例えば、医療クラークの量の確保 (必要費成数の把握等)、 医療クラ
ークの質の確保 (言忍定。検定制度の導入等)、 医療機関における医療クラークの導入支援(院

内研修ガイドラインの作成)等、導入の推進に向けた取組を実施すべきである。

○ また、医療クラークのみならず、着護業務等を補助する看護補助者、他施設と連携を図
りながら患者の退院支援等を実施する医療ソτシャルワーカー (MSW)、 医療スタッフre3

におけるカルテ等の診療情報の共有を推進する診療情報管理士、検体や諸書類・伝票等の

運搬業務を担うポーターやメッセンジャー等、様長な事務1制員を効果的に活用することに
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より、医師等の負担軽減、1足供する医産の1場の向上、医煉安全の確保を図ることが可能と
なる。こうした

`見

点から、各IlllllT務‖ll夕1の導入の1■進に向けた取組 (医療現場に」Sける活
用状況の把握、業務ガイドラインの作成、認定。検定制度の増入等)の実施を検討すべき
である。

(9)介護職員

○ 地域における医療・介護等の連概に基づくケアの提供 (地域包括ヶア)を実現し、蕎謹
師の負担軽減を図るとともに、患者・家族のサービス向上を推進するFl点から、介護‖1!員
と看il‖う1員の役割分担と連携をよリー層進めていく必要/Dfある.,

O こうした41点 /」hら、介護‖‖!ιlによる一牢の医行為 くたんの吸引 bヽ経管栄ハ竹)の具体的
Zl実施りう策について、別途早急に検月Jすべきである̀

…

ッフ潤の連携の1性[

(1)医療スタッフ間の連携の在り方

○ 上記のような各医療スタッフの専rり個:の口上 bヽ業務範囲・役割の1広大を活かして(忠当・
家族とともにりlの高い医療を実現J‐るためには、チームとしての方創の下、包括的指示を
活用しつつ各医療スタッフの専r]性に積極的に琴ねるとともに、医療スタッフ間の連携 `

,商完を一年1進めること/Dt重要であるぉ

○ 医療スタッフ間の連携・7市完については:場面に」ミって様ノマな取細が考えられるが、具
体的には、例えば、以下のようス■1'細 /Jf行ゎrしてぃる.

◆ 各診療科・部llJの 1又細とLノて、-3-順ブ1やフロトコールの作成によりl17常時の役害」分l旦
や緊急B吉文J応の手順・デi任者/cn oJJ確化」

‐
るとともにて担当者への教育・訓練、医療スタ

ッフト」における態占情報の具7-3や日常的なコミュニケーションをlt進

◆ 院内横断的な取組として、医師・山科医師 /a‐中lll」llF、 複数の医療スタッフ/Jt連携して
悲者の治療に当たる医療チーム (栄養サホートチニム等)を組織

【医療チームの具体例

'
・ 栄養サポートチーム :医師、山科医師、薬斉」師t看護師、管理栄養士 ‐等
・ 感染制御チーム :医師、業剤師、看護師).管理栄養士、臨床検査技師 等
`緩和ケアチーム :医師、業剤師、着護師、理学療法」]、 MSw 等
・ □腔ケアチTム :医師、歯科医師、薬斉]師、蕎護師、|コ牟1衛生J: 11
.0乎吸サホートチーム :医師、業剤師、青謳師、理学療法士、臨床ェ学l支± 11
・ 摂食晰下チ■ム :医師、山科医師、薬斉」師、市護師、管理栄養士、言語聴覚J1 11
: 褥疱文」策チーム :医師、業斉」師、看謹師、_管理栄養士、理学療法士 等
・ 円術期管理チすム :医師、山利医師、薬剤師、蕎護師、臨床工学技士、理学療法士 崎
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◆ 特定の疾患 (がん、糖尿病・高血圧 。高脂血症等の生活習慣病等)に文」する取組とし
て、複数の医療スタッフが連携して悲者の治療や生活習慣の改善に当たるチ‐ムを組織

◆ 地域横断的な取組として、病院 。診療所 (医師)、 歯科診療所 (歯科医師)、 訪FD5看護
ステーション (看護師)、 薬局 (薬剤師)、 保健所 (保健師等)、 介護保険事業所 (ケアマ

ネジャー)等が退院時カンフアレンスに参加するなど、在宅医療・介護サービスにおけ

る役割分担と連携を推進

◆ 周産期医療における取組として、院内助産所 。助産師タト来の設置や周産期医療ネット
ワークにおいて地域の助産所との連携体制を構築することにより(産利医と助産師の間

で、正常分娩の助産業務を自立して実施できるという助産eliの専lJl」性を活かした役割分

担と連携を推進

(2)医療スタ :ッ フ間の連携の推進方策

O こうしたチニム医療の実践を全国に醤及させるためには、各医療スタッフの専 13L」性を活
かした安全で質の高い医療を提供し得る環境を整えていることが社会0旬に認知される仕組

みや、その質の高さが適正に評価される仕組みなど、医療機関に何らかのインセンティプ

が存在する必要がある。一方、患者・家族にとつても、こうした医療機関の存在が十分に

情報提供され、医療機関を選択する際の有用な情報を容易に入手することができるような

環境が整備されることが望議しい。

O こうしたFJl点から、チーム医療の実践に必要とされる事項につしヽて、一定の客観的な基
準を設けるとともにt当該基準を満たしている安全かつ良買な医療を提供し得る医療機関

が社会的に認知・評価されるような新たな枠組みを構築する必要がある。

O 具体的には、例えば、チーム医療を行う体制が整えられているかどうか、チーム医療を
行う設備が整備されているかどうか、チーム医療の具体的な活動が行われているかどうか、

としヽった基準に基づき、公正。中立的な第二者機関においてチーム医療を推進する医療機

関等として認定する仕組みを導入すること等を検討する必要がある。

O なお、認定基準の策定に当たつては、今後、医療現場の関係者等の協力を得ながら、医
療現場の実態を踏まえた上で、安全性の確保など様々な観点から専F目的な調査・検討を行

った上で決定する必要がある。

O また、チーム医療を推進する医療機関等として認定されたことについて、患者等が医療
機関を選択する際の有用な情報として提供することができるよう、医療機関が広告するこ

とができる事項として位置づけるなど、チーム医療を推進する医療機関等が悲者・医療現

場から広<認知されるような仕組みを検討すべきである。

O さらに、チーム医療を推進するために懸要なコストや、チーム医療の推進によって提供
可能となる医療サービスの質の高さ等、種々のエビデンスについて、公正。中立的な第二

者機関の協力を得ながら的確に検証。把握することもに、必要に応じ、財政支援や診療報

酬上の措置等の対策を検討すべきである。

-11-



J■L公正な第二者機関

O チーム医療をltl進する医療機関等について、その水準を検l lI。 訓:lmlし、F[を確保すると
ともに、その評l15が医療現場においてスム=ズに受け入れられるためには、特定の医療ス
.タ ッフ関係者等による評価システムではな<、 医療関係者の幅広い協力を得て運営される
客観的かつ公正な評価システムが必要である。

○ このため、多様な医療スタッフから公平年立場で、国民の多様な意見を聰腋しっっ、臨
床現場の関係者、医師。看護師を始めとする医療スタッフ関係者t教育・益成現場の関係
者、関係学会等が参画できる検言」の場としての第三音機関/3F!必要である.,     1
0 なお、1寺定看il師 (仮称)等、チーム医療の推進に懸要な人初の検訂1・ 評llllに出するシ
ステムについても、チ=ム医療を推進する医療機1共|マ「の検言I・ 評個Iと同様の理EIDから、公
正 。中立的な第三者機l・Jl」 /Df担うべきである..

おわりに                                     ´

○1本検詞会では、医療現場の関係者の角ノマかぅヒフリンクを行いZ1/」Sら、チTム医療を推
進するための具体策について検討を重ね、本十ド告調

―を1又りまとめにところである/」
t、 厚生

労但力省にJ3いては、本報告書を受け、今後もじJ係者の意見を十分にlj重しながら、各I市具
体策の実現のにめに中要な準‖1に 1又り細ま1■ること行期待可る,,

0 また、医療技術の進歩や教育環境の変化等に伴い、医療スタッフの能力・専門性の程度
や患者・家族 。医療関係者のニーズ等/3t日ノマ変化していることを念頭に[イき、F3_生労llJl省
に」Sぃては、今後も医療現場のlllJl向を通切に1巴握するとともに、必要に応じ各医療スタし
フの業務1ね |コを見直すなど、lllノマの状況に応じたチーム医療の在り/D~について、適0吉検月J
/r■ 行うべきである.

○ さらに、螢医療スタツフの益成機関(‖出1能団体、各1中学会等においては、チTム医療の
実現の前促となる各医燎スタッフの知「lt・ 1支術のFo」上、複数の‖市IT市の連影1に関する教育・
啓発の推進といった作∫l点 /」Nら、相iノマのllR組が積極的に進められることを期待する。
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【Bll紙】

特定の医行為として想定される行為例

「特定の医行為」(従来、一般的には「診療の補助」に含讀れないものと理解されてきた

一定の医行為であり、特定着護師 (仮称)が医師の指示を受けて「診療の補助」として実
施。)は、例えば、重篤な合併症を誘発するり女クが低しヽこと、出lllした場合の止血が容易

であること、合併症への文」処方法等が確立していること、予没Jし得る副作用が一日寺的かつ

軽度であること等を基準として、以下のような行為が想定されるが、今後、医療現場や養

成現場の1期係者等の協力を得て専PU的 。実証的な調査 。検討を行った上で決定する必要が

ある。なお、以下の行為については、専門的 ,実証的な調査・検討の結果、特定看護師 (仮

称)以外の看護師であつても安全に実施することができると判断される可能性がある。
チーム医療の推進の観点から、「特定の医行為」の実施に当たっては、薬剤師その他の医

療スタッフと相談するなど十分な連携を図ることが望まれる。

◆ 検査等
・ 憲者の重症度の評価や治療の効果判定等のための身体所見の把握や検査
・ 動脈血ガスリlJ定のための採血など、侵襲性の高い検査の実施
。 エコー、胸部単純X線撮影、C丁、MRI等の実施時期の判断、読影の補助等 (エコ
ニについては実施を含む。)

・ ⅣR時の造影剤の投与、カテーテル挿入時の介助、検査中・検査後の憲者の管理等

一 これにより、救急外来において、必要に応じた検査を実施した上でトリアージを含
む初期文」応を行うことが可能となり、症状の早期改善、患者の不安解消等、サービス

の向上につながることとなる。

◆ 処置
。 人工a平吸器装着中の憲者のウイニング、気管挿管、抜管等

・ 倉」吝βドレーンの抜去等

・ 縫合等の創傷処置
・ 褥癒の1喪死組織のデプリードマン等

一 これにより、人工D手吸需装着中の憲者への文」応において、口平吸状態や検査データ等
の把握から酸素投与量の調整、抜管の時期の判断、抜管の実施に至るまでの一連の行

為を行うことが可育ビとなり、診療計画の円滑な実施に資することとなる古

また、創部ドレーンの抜去や創傷処置について、悪者の身体的状態や療養生活の状

況から適切な実施時期を判断して実施することが可能となり、患者のQOLの向上に
つながることとなる。

◆ 患者の状態にfbilじた薬剤の選択 。使用
・ 疼痛、発熱、脱水、便通異常、不眠等への文J症療法

・ 副作用出現時や症状改善時の薬剤変更 。中止

一 これにより、在宅療費中の憲者に文Jして、必要に応じ検査を実施しながら全身状態
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をl巴握した上で必要な■剤を憫1用することにより、摂良不良、口通異常、脱水等に対
応することが可能となり、在宅療ilの紺[lもに′1つ

‐
ることとなるL

」,た、何j後管理が必要な忠音に対して、忠者の状態に合わせて!必要な日も川]に必要な
業斉」(手中類、L」 )を使用することが可脅Lとなり、状態悪イヒのllb止、術後の早期回復等、
忠音のQOLの向上につながることとなる.,
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参考資料 2

医政発 0430第 1号
平成 22年 4月 30日

各都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について

近年、質が高 く、安心で安全な医療を求める患者・家族の声が高まる一方で、医療あ高
度イじや複雑化に伴う業務の増大により医療現場の疲弊が指摘されるなど、医療の在り方が
根本的に問われているところである。こうした現在の医療の在り方を大きく変え得る取組
として、多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提とし、目的と情報を共有し、
業務を分担するとともに互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提
供する「チーム医療」に注目が集まっており、現に、様々な医療現場で「チーム医療」の
実践が広まりつつある。

このため、厚生労llj省では、「チニム医療」を推進する観点から、「医師及び医療関係職
と事務職員等との間等での役割分担の推進について」(平成 19年 12月 28日付け医政発第
1228001号厚生労働省医政局長通知。以下「局長通知」という。)を発出し、各医療機関の
実情 1平応じた適切な役害1分担を推進するよう周知するとともに、平成 21年 8月 から「チー
ム医療の推進に関する検討会」 (座長 :永井良三東京大学大学院極学研究科教授)を開催
し、日本の実情に即した医療スタッフの協働・連携の在り方等 |こついて検討を重ね、平成
22年 3月 19日 に報告書「チ=ム医療の推進について」を取りまとめた。
今般、当該報告書の内容を踏まえ、関係法令に照らレ_医師然外の医療スタッフが実施
することができる業務の内容について下記のとおり整理したので、貴職におかれては、そ
の内容について御了知の上、各医療機関において効率的な業務運営がなされるよう、貴管
内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に周知方願いたい。

なお、厚生労働省としては、医療技術の進展や教育環境の変化等に伴い、医療スタッフ
の能力や専門性の程度、患者・家族・医療関係者のニーズ等も変化することを念頭に置き、
今後も、医療現場の動向の把握に努めるとともに、各曝療スタッフが実施することができ
る業務の内容等について、適時検討を行う予定であることを申し添える。

コ
じ
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ロ



1.基本的な考え方

各医療スタッフの専門性を十分に活用して、患者・家族とともに質の高い医療を実現

するためには、各医療スタッフがチームとして目的と情報を共有した上で、医師等によ

る包括的指示を活用し、各医療スタッフの専門1生に積極的に委ねるとともに、医療スタ

ッフ間の連携・補完を一層進めることが重要である。

実際に各医療機関においてチーム医療の検討を進めるに当たつては、局長通知におい

て示したとおり、まずは当該医療機関における実情 (医療スタッフの役割分担の現状や

業務量、知識 ‐技能等)を十分に把握し、各業務における管理者及び担当者間において

の責任の所在を明確化した上で、安心・安全な医療を提供するために必要な具体的な連

携・協力方法を決定し、医療スタッフの協働・連携によるチーム医療を進めることとし、

質の高い医療の実現はもとより、快適な職場環境の形成や効率的な業務運営の実施に努

められたい。

なお、医療機関のみならず、各医療スタッフの養成機関、職能団体、各種学会等にお

いても:チーム医療の実現の前提となる各医療スタッフの知識・技術の向上、複数の職

種の連携に関する教育・啓発の推進等の取組が積極的に進められることが望まれる。

2 各医療スタッフが実施することができる業務の具体例
(1)薬剤師

近年、
.医
療技術の進展とともに薬物療法が高度化しているため、医療の質の向上及

び医療安全の確保の観点から、チ
ニム医療において薬剤の専門家である薬剤師が主体

的に薬物療法に参加することが非常に有益である。

また、後発医薬品の種類が増加するなど、薬剤に関する幅広い知識が必要とされて

いるにもかかわらず、病棟や在宅医療の場面において薬剤師が十分に活用されておら

ず、注射剤の調製 (ミ キシング)や副作用のチェック等の薬剤の管理業務について、

医師や看護師が行つている場面も少なくない。

1)薬斉1師を積極的に活用することが可能な業務

以下に掲げる業務については、現行制度の下において薬剤師が実施することがで

きることから、薬剤師を積極的に活用することが望まれる。

① 薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間等の変更や検査のオーダについて、
医師・薬剤師等により事前に作成。合意されたプロトコールに基づき、専門的知

見の活用を通じて、医師等と協働して実施すること。
l  
② 薬剤選択、投与量、投与方法、投与期間等について、医師に対し、積極的に処
方を提案すること。

③ 薬物療法を受けている患者 (在宅の患者を含む。)に対し、薬学的管理 (患者の
副作用の状況の把握、服薬指導等)を行うこと。

④ 薬物の血中濃度や副作用のモニタリング等に基づき、副作用の発現状況や有効
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性の確認を行うとともに、医師に対し、必要に応じて薬斉1の変更等を提案するこ
と。

⑤ 薬物療法の経過等を確認した上で、医師に対し、前回の処方内容と同一の内容
の処方を提案すること。              ´

⑥ 外来化学療法を受けている患者に対し、医師等と協働してィンフォニムドコン
セントを実施するとともに、薬学的管理を行うこと。

⑦ 入院患者の持参薬の内容を確認した上で、医師に対し、服薬計画を提案するな
ど、当該患者に対する薬学的管理を行うこと。

o 定期的に患者の副作用の発現状況の確認等を行うため、処方内容を分割して調
剤すること。

⑨ 抗がん剤等の適切な無菌調製を行うこと。

2)薬剤に関する相談体制の整備
薬剤師以タトの医療スタッフが、それぞれの専門性を活かして薬剤に関する業務を
行う場合においても、医療安全の確保に万全を期す観点から、薬剤師の助言を必要
とする場面が想定されることからt薬利の専門家として各医療スタッフからの相談
に応じることができる体制を整えることが望まれる。

(2)リ ハビリテーション関係職種
近年、患者の高齢化が進む中、患者の運動機能を維持し、QoLの 向上等を推進す
る観点から、病棟における急性期の患者に対するリハビリテーションや在宅医療にお
ける訪間リハビリテーションの必要性が高くなるなど、リハビリテーションの専門家
として医療現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。

1)喀痰等の吸引
① 理学療法士が体位排痰法を実施する際、作業療法士が食事罰‖練を実施する際、
言語聴覚士が喋下ヨ‖練等を実施する際など、喀痰等の吸引が必要となる場合があ
る:この喀痰等の吸引については、それぞれの訓練等を安全かつ適切に実施する
上で当然に必要となる行為であることを踏まえ、理学療法士及び作業療法士法(昭
和 40年法律第 137号)第 2条第 1項の「理学療法」、同条第 2項の「作業療法」
及び言語聴覚士法 (平成9年法律第 132号)第 2条の「言語訓1練その他の訓練」
に含まれるものと解し、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士 (以下「理学療
法士等」という。)が実施することができる行為として取り扱う。
② 理学療法士等による喀痰等の吸引の実施に当たっては、養成機関や医療機関等
において必要な教育・研修等を受けた響学療法士等が実施することとするととも
にt医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、理学療法士等が当該行
為を安全に実施できるよう留意しなiナわばなぅない。今後は、理学療法士等の養
成機関や職能団体等においそも、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進め
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ることが望まれる。

2)作業療法の範囲
理学療法士及び作業療法士法第2条第 2項の「作業療法」については、同項の「手

芸、工作」という文言から、「医療現場において手工芸を行わせること」といった認

識が広がつている。

以下に掲げる業務については、理学療法士及び作業療法士法第 2条第1項の「作

業療法」に含まれるものであることから、作業療法士を積極的に活用することが望

まれる。

・ 移動、食事、排泄、入浴等の日常生活活動に関するADL訓練
, 家事、外出等のIADL訓練
・ 作業耐久性の向上、作業手順の習得t就労環境への適応等の職業関連活動の訓

練

・ 福祉用具の使用等に関する訓練
・ 退院後の住環境への適応訓練
・ 発達障害や高次脳機能障害等に対するリハビリテーシヨン

(3)管理栄養士

近年、患者の高齢化や生活習慣病の有病者の増加に伴い、患者の栄養状態を改善・

維持しt免疫力低下の防止や治療効果及びQOLの向上等を推進する観点から、傷病
者に対する栄養管理・栄養指導や栄養状態の評価・判定等の専門家として医療現場に

おいて果たし得る役割は大きなものとなつている。                 _
以下に掲げる業務については、現行制度の下において管理栄養士が実施することが

できることから、管理栄養士を積極的に活用することが望まれる。

① 一般食 (常食)について、医師の包括的な指導を受けて、その食事内容や形態
を決定し、又は変更すること。

② 特別治療食について、医師に対し、その食事内容や形態を提案すること (食事
内容等の変更を提案することを含む。)。

③ 患者に対する栄養指導について、医師の包括的な指導 (ク リティカルパスによ
る明示等)を受けて、適切な実施時期を判断し、実施すること。

④ 経腸栄養療法を行う際に、医師に対し、使用する経腸栄養剤の種類の選択や変
更等を提案すること。

(4)臨床工学技士

近年、医療技術の進展による医療機器の多様化 “高度化に伴い、その操作や管理等

の業務に必要とされる知識 。技術の専門性が高まる中、当該業務の専門家として医療

現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。
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1)喀痰等の吸引
① l人工呼吸器を装着した患者については、気道の粘液分泌量が多くなるなど、適
正な換気状態を維持するために喀痰等の吸引が必要となる場合がある。この喀痰
等の吸引については、人工呼吸器の操作を安全かつ適切に実施する上で当然に必
要となる行為であることを踏まえ、臨床工学技士法 (昭和 62年法律第 60号)第
2条第 2項の「生命維持管理装置の操作」に含まれるものと解し、臨床工学技士
|が実施することができる行為として取り扱う。

② 臨床工学技士による喀痰等の吸引め実

“

に当たっては、養成機関や医療機関等
において必要な教育・研修等を受けた臨床工学技士が実施することとするととも
に、医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、臨床工学技士が当該行
為を安全に実施できるよう留意しなければならない。今後は、臨床工学技士の養
成機関や職能団体等においても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進め
ることが望まれる。

2)動脈留置カテーテルからの採血
G)人工呼吸器を操作して呼吸療法を行う場合、血液中のガス濃度のモニターを行
うため、動脈の留置カテ‐テルから採血を行う必要がある。この動脈留置カテー
テルからの採血 (以下「カテーテル採血」とぃう。)については、人工呼吸器の操
作を安全かつ適切に実施する上で当然に必要となる行為であることを踏まえ、臨
床工学技士法第2条第2項の「生命維持管理装置の操作」に含まれるものと解し、
臨床工学技士が実施することができる行為として取り扱う。

② 臨床工学技士によるカテーテル採血の実施に当たつては、養成機関や医療機関
等におぃて必要な教育・研修等を受けた臨床工学校士が実施することとするとと
もに、医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、臨床工学技士が当該
行為を安全に実施できるよう留意しなければならない1今後は、臨床工学技士の
養成機関や職能団体等においても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進
めることが望まれる。

(5)診療放射線技師
近年、医療技術の進展により、悪性腫瘍の放射線治療や画像検査等が一般的なもの
になるなど、放射線治療・検査・管理や画像検査等に関する業務が増大する中、当該
業務の専門家として医療現場において果たし得る役割は大きなものとなつている。
以下に掲げる業務については、現行制度の下において診療放射線技師が実施するこ
とができることから、診療放射線技師を積極的に活用することが望まれる。
① 画像診断における読影のネ甫助を行うこと。
② 放射線検査等に関する説明・相談を行うこと:

(6)その他

・ 5‐



(1)から (5)までの医療スタッフ以外の職種 (歯科医師(看護職員、歯科衛生
士、臨床検査技師、介護職員等)についても、各種業務量の増加や在宅医療の推進等

を背景として、各業務の専門家として医療現場において果たし得る役割は本きなもの

となつていることから、各職種を積極的に活用することが望まれる。

また、医療スタッフ間の連携・補完を推進する観点から、他施設と連携を図りなが

,  ら患者の退院支援等を実施する医療ソーシャルワーカ=(MSW)や 、医療スタッフ
間におけるカルテ等の診療情報の活用を推進する診療情報管理士等について、医療ス

タッフの一員として積極的に活用することが望まれる。

さらに、医師等の負担軽減を図る観点から、局長通知において示した事務職員の積

極的な活用に関する具体例を参考として、書類作成 (診断書や主治医意見書等の作成)

等の医療関係事務を処理する事務職員 (医療クラーク)、 看護業務等を補助する看護

補助者、検体や書類・伝票等の運搬業務を行う事務職員 (ポーターやメッセンジヤー   |

等)等、様々な事務職員についても、医療スタッフの一員として効果的に活用するこ

とが望まれる。

-6‐



参考資料 3

資料第 1回「チーム医療推進会議」



資料 1

チーム辱療
.推
進会議 開催要綱

′  1.趣 旨
「チーム医療の推進について」(平成 22年 3月 19日 チーム医療の推

進に関する検討会取りまとめ)を早け、様々な立場の有識者から構成き

れる会議を開催し、同報告書において提言のあった具体的方策の実現に

向けた検討を行う。

2.検討課題

○ チーム医療を推進する医療機関の認定の在り方について
○ チーム医療を推進するための看護師業務の在り方について
○ その他

3.構成員

会議の構成員は、別紙に掲げる有識者とする。ただし、必要に応じ、

関係者の出席を求めることができる。

4.運営

本会議の庶務は、厚生労働省医政局で行う。

議事は公開とする。



大田 秀樹  全国在宅療養支援診療所連絡会 事務局長

小川  彰  全国医学部長病院長会議 会長

北村 善明  日本放射線技師会 会長

堺  常FAt  日本病院会 会長

坂本 すが  日本看護協会 副会長

島崎 謙治  政策研究大学院 教授

永井 良三  東京大学大学院医学研究科 教授

中山 洋子  日本看護系大学協議会 会長

半田 一登  日本理学療法士協会 会長

藤川 謙二  日本医師会 常任理事

藤本 晴枝  NPO法人地域医療を育てる会 理事長

宮村 一弘  日本歯科医師会 副会長

山本 信夫  日本薬剤師会 副会長

山本 隆司  東京大学大学院法学政治学研究科 教授



報告書の提言
‐
厚生労働省の対応

1.看護師の役割の拡大

(1)包括的指示の積極的な活用
「包括的指示」の成立要件を明確化。

(2)看護師の実施可能な行為の拡大・明確化
「診療の補助」として実施することができる行為の範囲を拡
大する方向で明確化。そのために必要な看護業務に関する実態
調査や試行等を早急に実施。

(3)行為拡大のための新たな枠組みの構築
一定の医学的教育・実務経験を前提に専門的な臨床実践能力
を有する看護師 (特定看言質治T(仮称))が、幅広い医行為 (特定
の医行為)を実施できる新たな枠組みを構築。特定の医行為の
範囲や特定看護師 (仮称)の要件を決定するため、医療現場や
養成現場の関係者等の協力を得て専門的・実証的な調査・検討
を実施。

○ 看護業務実態調査を実施 (平成
22年度厚生労働科学研究費補助金
事業により実施予定)。

O 専門的な臨床実践能力を有する
看護師の養成に既に取り組んでい
る大学院修士課程の実態・実績に
関する情報を収集するため、当該
課程の関係者等の協力を得てモデ
ル事業を実施。

○ 看謳業務実態調査やモデル事業
の結果を踏まえ、チーム医療推進
会議におぃて、専門的な検討を実
施。

2.看護師以外の医療スタッフ等の役割拡大
【薬剤師】
・ 現行制度下で実施できる業務を明確化。
【助産師】
・ 会陰裂傷の縫合について、安全性の確保の観点から試行・
検証を実施。当該結果を踏まえ結論。
【リハビリ関係職種】
: 「喀痰等の吸引」を実施可能な行為として明確化。
・  「作業療法」の内容を明確化。
【管理栄養士】
・ 現行制度下で実施できる業務を明確化。
【臨床工学校士】
・ 「喀痰等の吸引」、「留置カテーテルからの採血」を実施可
能な行為として明確化。
・ 「臨床工学技士業務指針」を廃止。
【診療放射線技師】
・ 現行制度下で実施できる業務を明確化。
【臨床検査技師】
・ 実施可能な生理学的検査を拡大:
【医療クラーク等】
・ 導入の推進に向けた取組を実施。

薬剤師、リハビリ関係職種:管
理栄養士、臨床工学技士、診療放
射線技師については、本年 4月 30
日に医政局長通知を発出し、各1哉
種が実施できる業務を明確化。

助産師については、平成 22年度
厚生労働科学研究費補助金事業に
おいてく試行・検証を実施。

臨床検査技師については、関係
学会等とともに、実施可能な生理
学的検査の拡大の可否を検討中。

医療クラーク等については、導
入を推進するための具体策につい
て検討中。

0

O

3.医療スタッフ間の連携の推進

(1)医療スタッフ間の連携の推進方策
チーム医療を推進する医療機関等を認定する仕組みを導入す
ること等を検討6

(2)公正な第二者機EE

多様な医療スタッフから公平な立場で、臨床現場の関係者、
医療スタッフ関係者、教育・養成現場の関係者、関係学会等が
参画できる検討の場としての第二者機関が必要。

O チーム医療推進会議において、
専門的な検討を実施。

報告書の提言に対する厚生労働省の対応について  
料書~



今後の検討の進め方 (案 )

1。 検討方針

具体的方策の実現に向けた詳細な検討を行うためのWGを設置。
各WGの報告を踏まえ、検討を実施.

(1)チーム医療認定検討WG

① チーム医療を推進する医療機関の認定基準
② チーム医療を推進する医療機関の認定主体
③ その他 :                  ′

(2)チーム医療推進のための看護業務検討WG

① 一般の看護師の業務範囲
②  「特定の医行為」の範囲
③ 特定看護師 (仮称)の要件
④ 特定看護師 (仮称)の養成課程の認定基準
⑤ その他

(3)その他

資料 3

会議は、

5月下旬

6月 中

～ 11月

12月 中

「チーム医療推進のための看護業務検討WG」 を設置
→ 6月以降t「看護業務実態調査」(8月 中に取りまとめ予定)
及び「モデル事業」を実施

「チニム医療認定検討WG」 を設置       .

各WGにおいて詳細な検討を実施

各WGにおける検討結果を踏まえ、一定の結論を取りまとめ



資料4

看護業務実態調査について (素案)

1。 趣旨

○ チーム医療の推進に関する検討会報告書 (平成 22年 3月 19日取りまと
‐     め)において、看護師の業務範囲の拡大や特定看護師 (仮称)が実施する

「特定の医行為」の範囲の決定に当たっては、看護業務に関する実態調査
を実施し、当該調査結果を踏まえて検討する必要があると提言された。

○ 本調査は、当該報告書の提言を受けt現在の看護業務の実態等に関する
全国的な調査を実施するもめである。(8月 中に取りまとめ予定)

2.調査内容

○ チーム医療検討会報告書において「特定の医行為として想定される行為
例」として列挙された行為等、一定の行為について、以下の項目を調査。

・ 現在、看護師 (認定看護師・専門看護師)が実施しているか否か
・ 今後、一般の看護師が実施することが可能と考えられるか否か     ■
・ 今後、特定看護師 (仮称)制度の創設に伴い、特定看護師 (仮称)が
実施することが可能と考えられるか否か

O なお、調査対象とする一定の行為にっいては、「チーム医療推進のための
看護業務検討WG(仮称)」 において選定。

3.調査対象 0方法

○ 平成22年度厚生労働科学研究費補助金事業を活用し、以下のとおり調査
を実施する予定。

① 医療機関等に勤務する医師・看護師 (質問紙調査)
特定機能病院 82施設 (100%)
病院 (規模別)           1,800施 設 (20%抽出)
診療所 (有床)

訪問看護ステTシ ョン
600施設 (5%抽出)
500か所 (100/0抽出)

介護保険関係施設等 (老本保健施設等)500施設 (10%抽出)
計 約 3,500施設

② 各種団体、関係学会の代表者 (聞き取り調査)



資料 5

モデル事業について (素案)

1。 趣旨

○ チーム医療の推進に関する検討会報告書 (平成 22年 3月 19日取りまと
め)においてt特定看護師 (仮称)の要件については、類似の看護師の養
成に取り組む大学院修士課程の関係者等の協力を得て専門的・実証的な検
討を行つた上で決定する必要があると提言された。

O 本モデル事業はt当該報告書の提言を受け、既に類似の看護師の養成に
取り組んでいる大学院修士課程の実態 L実績に関する情報を収集するため、
当該課程の関係者等の協力を得て実施するものである。(実施期間は原則と
して平成 22年度中。)

―

〇 以下の条件を満たす修士課程を「モデル事業実施課程」として選定する。
◆ 「特定看護師モデル養成課程」と称すること。
◆ 臨床実践能力を習得する科目 (臨床栗理学等)を必修としていること。
◆ 演習・実習科目を必修とするとともに、実習場所 (病院等)を確保していること。
◆ 教員・指導者に相当数の医師が含まれること。
◆ 実習科目における安全管理体制を整備していること。

○ モデル事業実施課程においては、一般的には「診療の補助」に含まれな
いと理解されてきた行為の実習を実施して差し支えないこととする。

モデル事業の開始当初に、例えば以下の事項についてwGに報告。
◆ 到達目標 (分野、実践内容等)
◆ 教育カリキュラム (教育科日、内容t単位数)
◆ 実習施設の概要
◆ 単位認定者・実曽指導者め経歴
◆ 単位の認定方法・基準  等

○ モデル事業の開始後に、その実施状況 (例えば、安全面の課題、学生の
履修状況、実習時のインシデント・アクシデント、一般の看護師でも実施
可能な行為等)について、WGに随時報告c

○



参考資料 4

.第 2回「チーム医療推進会議」



資料 1

チーム医療推進会議 開催要綱

1.趣旨       ´｀

「チーム医療の推進について」(平成22年 3月 19日 チーム医療の推進

に関する検討会取りまとめ)を受け、様々な立場の有識者から構成される
・

会議を開催し、同報告書において提言のあつた具体的方策の実現に向けた、

検討を行う。

2.検討課題

○ チーム医療を推進するための方策について
○ チーム医療を推進するための看護師業務の在り方について
○ その他

3.構成員

会議の構成員は、別紙に掲げる有識者とするしただし、必要に応じ、関

係者の出席を求めることができる。            
｀

4:運営

本会議の庶務は、厚生労働省医政局で行う。

議事は公開とする。



(別紙)

有賀  徹  昭和大学医学部救急医学講座 教授

太田 秀樹  全国在宅療養支援診療所連絡会 事務局長

小川  彰  全国医学部長病院長会議 顧間

北村 善明  日本放射線技師会 理事

堺  常雄  日本病院会 会長

坂本 すが  日本看護協会 副会長

島崎 謙治  政策研究大学院 教授

永井 良三  東京大学大学院医学研究科 教授

中山 洋子  日本看護系大学協議会 会長

半田 一登  日本理学療法士協会 会長

藤川 謙二  日本医師会 常任理事

藤本 晴枝  NPO法人地域医療を育てる会 理事長

宮村 ―弘  日本歯科医師会 副会長

山本 信夫  日本薬剤師会 副会長

山本 隆司  東京大学大学院法学政治学研究科 教授



資料 2

チーム医療推進のための看議業務検討WG
における検言寸状況について

上 構成員・開催状況

○ 構成員は別紙のとおり。

O 以下のとおりWGを開催し:「看護業務実態調査」及び「特定看護師 (仮
称)養成 調査試行事業」について検討。

第 1回WG  5月 26日 (水)10:00ん 12:00   ｀

第 2回WG  6月 14日 (月 )16:00～ 18:00

2.看 護業務実態調査

○ チーム医療推進のための看護業務検討WGにおいて選定された行為 (約
200項 目)について、以下の内容の調査を実施。回答者は、臨床に従事する
医師及び看護師。

◆ 現在、看護師が実施しているか否か
◆ 今後、一般の看護師が実施することが可能と考えられるか否か
◆ 今後、特定看護師 (仮称)制度が創設された場合に、特定看護師 (仮称)
が実施することが可能と考えられるか否か

O 調査対象となる医療機関等は以下のとおり。

◆ 特定機能病院  : 83施設 (100%)
◆ 病院 (規模別) : 約 1,600施設 (20%抽出)
◆ 診療所 (有床・無床) : 約 1,000施設 (1%抽出)
◆ 訪間看護ステーション : 約 540か所 (10%抽出)
※ 別途、専門看護師 約 450名 (100%)、 認定看護師 約 1,200名 (20%抽出)を対
象に調査を実施。                    ´

O 平成 22年度厚生労働科学研究費補助金事業により実施。主任研究者は前
原正明先生 (防衛医科大学校心臓血管外科 教授)。

0 8月 中に調査結果を取りまとめ予定。



3.特 定看護師 (仮称 )養威 調査試行事業

(1)事業の概要
‐
O 専門的な臨床実践能力を有する看護師の養成に取り組む修士課程、研修課
程等に幅広く協力を得て先導的な試行を実施し、当該課程のカリキュラムの

内容や実習の実施状況等に関する情報を収集。

※  「特定看護師 (仮称)養成 調査試行事業実施課程」としての指定は、今後、特定看護師 (仮
称)の養成課程として認められることを保証するものではない。

○ 具体的には、以下の 3種類の事業を実施。
(A)修士課程 調査試行事業
WGに おいて決定された基準を満たす修士課程を「特定看護師 (仮称 )
養成 調査試行事業実施課程 (修士 )」 に指定し、当該課程からカリキュラ

ムの内容や実習の実施状況等に関する情報の報告を受ける。

(B)研修課程 調査試行事業
WCにおいて決定された基準を満たす研修課程 (看護師 (免許取得後 )
を対象として学会や研修センター等が実施するもの)を「特定看護師 (仮

称)養成 調査試行事業実施課程 (研修 )」 に指定し、当該課程からカリキ 
｀

ュラムの内容や実習の実施状況等に関する情報の報告を受ける。

(C)養成課程 情報収集事業
(A)又は (B)以外の修士・研修課程を対象として、現在実施してい
るカリキュラムの実態に関する情報及び特定看護師 (仮称)の養成のため

の新たなカリキュラムや実習の内容に関する提案を受け付ける。

(2)実施状況等

0 6月 17日から申請等の受付を開始 (受付期間は 8月 末まで)。

0 7月 2日 までに以下の 4大学院から「特定看護師 (仮称)養成 調査試行事
業実施課程 (修士 )」 の申請があり、いずれも 7月 15日 付けで指定。

◆ 大分県立看護科学大学大学院 看護学研究科           i
◆ 国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科
◆ 東京医療保健大学大学院 看護学研究科
◆ 北海道医療大学大学院 看護福祉学研究科

0 「A 修士課程 調査試行事業J及び「B 研修課程 調査試行事業」の実
施期間は、当面、平成 23年 3月 まで。なお、事業の実施状況等によっては、

平成 23年 4月 以降も継続して募集・実施。



(別紙)

チーム医療推進のための看護業務検討WG  :

○は座長     ‐

秋山 正子  ケアTズ白十字訪間看護ステーション 統括所長

○ 有賀  徹  昭和大学医学部救急医学講座 教授

井上 智子  東京医科歯科大学大学院 教授

大滝 純司  東京医科大学医学教育学講座  教授

川上 純一  浜松医科大学附属病院 教授 薬剤部長

神野
・
正博  社会医療法人財団童仙会 理事長

小松 浩子  慶應義塾大学看護医療学部 教授

真田 弘美  
｀
東京大学大学院医学系研究科 教授

竹股喜代子  ‐亀田総合病院 看護部長

一  1 英 裕雄   医療法人社団 三育会 理事長

星  北斗  財団法人星総合病院 理事長   ,

前原 正明  防衛医科大学校外科学講座 教授

山本 隆司  東京大学大学院法学政治学研究科 教授



資料3-1

チーム医療の推進について (抄 )

(平成 22年 3月 19日 チーム医療の推進に関する検討会取りまとめ)

4。 医菫丞空立2間の連携の推
=

(1)医療スタッシ間の連携の在り方       ′

○ 上記のような各医療スタッフの専門性の向上や業務範囲・役割の拡大を活かして、患者・
家族とともに質の高い医療を実現するためには、チームとしての方針の下、包括的指示を
活用しつつ各医療スタッフの専門性に積極的に委ねるとともに、医療スタッフ間の連携・
補完を一層進めることが重要である。

O 医療スタッフ間の連携・補完については、場面によって様々な取組が考えられるが、具
体的には、例えば、以下のような取組が行われてぃる。

◆ 各診療科・部門の取組として、手順書やプロトコールの作成により平常時の役割分担
や緊急時対応の手順・責任者を明確化するととも1手、担当者への教育・訓練、医療スタ
ッフ間における患者情報の共有や日常的なコミュニケーションを推進

◆ 院内横断的な取組として、医師・歯科医師を中心に、複数の医療スタッフが連携して
患者の治療に当たる医療チニム (栄養サポートチーム等)を組織

【医療チTムの具体例】
: 栄養サポートチマム :医師、歯科医師、薬剤師、看護師、管理栄養士 等
・ 感染制御チ〒ム :医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、臨床検査技師 等
・ 緩和ケアチーム :医師、薬剤師、看護師、理学療法士、MSW 等
・ 口腔ケアチニム :医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科衛生士 等
・ 呼吸サポートチーム :医師、薬剤師、看護師、理学療法士、臨床工学技士 等
・ 摂食廉下チーム :医師、歯科医師、栗剤師、看護師、管理栄養士、言語聴覚士 等
・ 褥清対策チ下ム :医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、理学療法士 等
・ 周術期管理チーム :医師、歯科医師、薬剤師、看護師、臨床工学技士、理学療法士 等
◆ 特定の疾患 (がん、糖尿病・高血圧・高脂血症等の生活習慣病等)に対する取組とし
て、複数の医療スタッフが連携して患者の治療や生活習慣の改善に当たるチームを組織

◆ 地域横断的な取組として、病院・診療所 (医師)、 歯科診療所 (歯科医師)、 訪問看護
ステーション (看護師)、 薬局 (薬剤師)、 保健所 (保健師等)、 介護保険事業所 (ケアマ
ネジャー)等が退院時カンファレンスに参カロするなど、在宅医療・介護サ=ビスにおけ
る役割分担と連携を推進



◆ 周産期医療における取組として、院内助産所・助産師外来の設置や周産期医療ネット
ワニクにおいて地域の助産所との連携体制を構築することにより、産科医と助産師の間

で、正常分娩の助産業務を自立して実施できるという助産師の専門性を活かした役割分

担と連携を推進                ,

○ こうしたチーム医療の実践を全国に普及させるためには、各医療スタッフの専門性を活
かした安全で質の高い医療を提供し得る環境を整えていることが社会的に認知される仕組

みや、その質の高さが適正に評価される仕組みなど、医療機関に何らかのインセンティブ

が存在する必要がある。一方、患者 。家族にとつても、こうした医療機関の存在が十分に

情報提供され、医療機関を選択する際の有用な情報を容易に入手することができるような

環境が整備されることが望ましぃ。

O こうした観点から、チーム医療の実践に必要とされる事項について、一定の客観的な基
準を設けるとともに、当該基準を満たしている安全かつ良質な医療を提供し得る医療機関

が社会的に認知・評価されるような新たな枠組みを構築する必要がある。

○ 具体的には、例えば、チーム医療を行う体制が整えられているかどうか、チーム医療を
行う設備が整備されているかどうか、チーム医療の具体的な活動が行われているかどうか、

といった基準に基づき、公正・中立的な第二者機関においてチーム医療を推進する医療機

関等として認定する仕組みを導入すること等を検討する必要がある。

O なお、認定基準の策定に当たつては、今後、医療現場の関係者等の協力を得ながら、医
療現場の実態を踏まえた上で、安全性の確保など様々な観点から専門的な調査・検討を行

った上で決定する必要がある。

○ また、チーム医療を推進する医療機関等として認定されたことについて、患者等が医療
機関を選択する際の有用な情報として提供することができるよう、医療機関が広告するこ

とができる事項として位置づけるなど、チーム医療を推進する医療機関等が患者・医療現

場から広く認知されるような仕組みを検討すべきである。

O さらに、チーム医療を推進するために必要なコス トや、チーム医療の推進によつて提供
可能となる医療サービスの質の高さ等、種々のエビデンスについて、公正・中立的な第二

者機関の協力を得ながら的確に検証・把握するとともに、必要に応じ、財政支援や診療報

酬上の措置等の対策を検討すべきである。



資料 3-2

第1回チーム医療推進会議における主な御意見

○ 医療現場の方々が働きやすくなることが最も大切。WGでは、そのためのサ
ポ‐ 卜を検討していただきたい。具体的にはtガイ ドラインの策定、法の明確
化、チTム医療の具体的事例の紹介のようなものがあるのではないか。

O チーム医療の 1つの手段として「包括的指示」は非常に大事。あらゆるスタ
ッフが医師から指示を受けている。チーム医療を考えたとき、包括的指示をど
うするのか、看護業務だけでなく、もつと幅広く捉えるべき:

○ 認定を行う場合には、病棟薬剤師と薬局の薬剤師との連携、病棟ナ■スと訪
問ナースとの連携等、どうすれば地域と病院とのチTみがシームレスに機能す
るかという視点が重要。                      |

〇 チーム医療の質を担保するのはなかなか難しい。チーム医療だけを取り出し
て評価できないところがあるので、第二者機関で総合的に評価していただくこ
とになると思う。

○ チーム医療を推進する医療機関を認定するとなれば、認定基準を満たさない
医療機関はチーム医療をやっていない、というレッテルを貼られることになる
_だけ。医療現場には何ら反映されず、国民にとって良い医療ができない。

O チーム医療検討会報告書では、チーム医療を推進するための方策として「医
療機関の認定」ということが強調されているが、それが唯―の方策かといえば
そうではないかもしれない。ただ、「認定ありき」でないとしても、チーム医療
のクオリティをどう担保していくのかといった議論を行つておく必要があるの
ではないか。 .

〇 今、地域の医療現場で求められていることは、各種国家資格の業務範囲を明
確にして、法的に違反でない範囲を明確化すること。

O_チーム医療を推進するための条件として、人手の問題、各専門職の専門性の
向上の問題、評価の問題が挙げられるが、これらについてWGで議論すべき。



o 病院の中では、MSwや診療情報管理士等も重要な役割を担つているので、 _
国家資格にとらわれず、実際の医療現場は誰が回しているのかということを念

頭において検討いただきたい。          _´ 1  .  ´

0 看護師だけではなく、.薬剤師、助産師、リハビリ関係職種等にういても、業
務の見直しの議論がなされるべき。      ■      .

0 それぞれの専門職の能力や技能、知識というもののレベルをどういうスタン
ダー ドにすればチームによる業務が可能なのか、業務の拡大とかみ合つた形に

すれば議論がうまく進むのではないか。



資料3-3

チーム医療推進方策検討WGにおける検討項目 (案 )

0 チーム医療の取組の指針となるガイドラインの策定

0 上記ガイドラインを活用したチーム医療の普及・推進のための方
策

○ 各医療スタッフの業務範囲D役割について、さらなる見直しを適
時検討する1ための仕組みの在り方        :  ,

○ その他


